
た館山市モデルの作成」をテーマに検討を
行い、中学校の英語担当教師が小学校にお
ける英語授業のあり方について小学校教諭
と共に研究を重ね、小学校における学年別
の学習指導案やALTを活用した授業手法を
作成した。また、小学校に派遣するALTを
１名から３名に増員し、英語教育のほぼ全
時間にALTを配置し、小学校３年生におけ
る最初の英語学習から、活きた英語に接す
る機会の提供や英語学習への意欲を高める
授業を展開してきたことで、児童が英語の
音声や基本的な表現に慣れ親しみ、外国語
を用いてコミュニケーションを図ろうとす
る状況もみられる。また、中学校の英語担
当教師からは、「中学校スタート時の英語
力を学習指導要領改訂前と比較すると、英
語で会話をすることに反応が良く、英語を
聞き取る力は以前よりも高まっている」、
「小学校から英語を学習しているため、英
語に対する不安感を持つ生徒が少ない」な
どの声が聞かれている。引き続き子どもた
ちの可能性を伸ばすことのできる教育環境
の充実に努めていく。
Ｑ２）外国語教育における小中学校間の連
携はどのように行われているのでしょう
か？
Ａ２）館山市教育問題研究委員会において
「英語教育における小中学校の連携」につ
いても研究を行い、中学校における英語学
習を踏まえて小学校の学習指導案を作成す
るとともに、毎年度、各小中学校の教師が
参加する「館山市英語主任研修会」を市教
育委員会において実施し、小中学校が連携
し児童生徒の英語力の向上に取り組んでい
る。今年度からは元中学校の英語担当教師
を学力向上推進コーディネーターとして新
たに雇用し、コーディネーター自ら小学校
の英語授業を参観し、指導や助言を行うこ
とで、小学生の英語力向上を目指す取組を

進めているところである。これら小中学校
間の連携については、2020年度の小学校
学習指導要領の改訂前から英語学習におけ
る重要事項と認識し、市教育委員会として
対策を講じてきたところである。

　改定前と比べて中学校までに学習す
る英単語の数が約２倍に増加し、これ
まで高校で学習していた文法内容も中
学英語の学習内容に含まれており、英
語の得意・不得意な生徒間の差が今ま
で以上に大きくなってしまうのではな
いかと危惧しています。
　小中学校における外国語教育の学習
指導要領の改訂に関しては、小学校で
は改定後２年目に入ったばかりであり、
また、中学校では２カ月しか経過して
いないため、もう少し状況を見た上で
改めて議論したいと思います。

　一般会計補正予算に関して２点質問しましたので、その
内容についてお知らせします。

❶地域おこし協力隊事業について：
（事業費約627万円）
　館山市ではこれまでに『獣害対策支援』
や『農業振興活動』、また、『リノベーショ
ンまちづくりの推進』等を目的に、地域お
こし協力隊員を委嘱してきました。今回は
『ワーケーション推進業務協力隊』として、
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２名の隊員を８月に委嘱するための補正予
算が計上されました。自宅とは異なる環境
で余暇と仕事を両立させながら働くワー
ケーションは、新型コロナウイルス感染症
の感染拡大をきっかけとして急速に必要性
が高まっていることから、全国的にワー
ケーションを推進していく取り組みが始
まっており、複数の宿泊事業者等から、今
後ワーケーションを推進していきたいとい
う話も出ているため、今回事業化しようと
するものです。都心から１時間半程度で来
ることができる好立地、豊かな自然環境を
活かし、新型コロナの影響で大きな被害を
受けている観光業や飲食業への有効な支援
策となることを期待しています。
❷コミュニティ医療推進活動支援事業につ
いて（事業費約5,060万円）
　地域の健康や医療体制の充実・強化を図
るため、ふるさと納税を原資としたコミュ
ニティ医療推進基金を活用して、地域医療

関連団体が実施するコミュニティ医療推進
活動を支援する事業であり、安房医療福祉
専門学校の運営や同校の学生の修学環境
向上に対する補助金です。同校を卒業後
に安房郡内の医療機関に入職された方が
148名（卒業生の86.5％）で、この内の
126名が館山市の医療機関で勤務されてお
り、地域医療体制の維持に対し、安房医
療福祉専門学校、そして卒業生の方々の
貢献はとても大きなものとなっています。
原資となるふるさと納税の更なる推進を
図り、今後も継続かつ安定した支援をし
ていくことを要望しました。

　東京オリンピック・パラリンピッ
クの開幕を前に、東京では７月12日
から８月22日まで４回目の『緊急事
態宣言』が発出され、千葉県、神奈
川県、埼玉県でも『まん延防止等重
点措置』が延長されました。また、
ワクチン不足から新規の予約を一時
停止する自治体も出てきています。
７月10日時点で１回目の接種を受け
た高齢者は全体の約76％、２回目も
終えた高齢者は約46％となり、これ
に伴って高齢者の感染割合は減少傾

向にあります。感染拡大を抑えるた
めには、若い世代の接種率を上げて
いく必要がありますが、ワクチンが
不足している今、私たち一人ひとり
にできることは、不要不急の外出を
控え、これまで行ってきたコロナ対
策を徹底・継続していくことではな
いでしょうか。令和元年の台風被害
以来厳しい状況が続いていますが、
市民一人一人がお互いに支え合い、
助け合うことが大切です。市民同士
の支え合い、また、経営状況の厳し
い事業者に対し、行政として最大限
の支援をしていくよう求めていきます。

終わりに


